　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　認可外保育施設利用者用
☆保育の必要性を証明する書類（対象者：父母）

保育所及び認定こども園に通うきょうだい（２．３号認定）がいて、８月に実施した現況届けですでに書類を提出済みの方は、添付書類は不要です。（その旨、分かるようにメモを入れて下さい。）

また、きょうだい同時に対象となるご家庭については、勤務証明書等の証明書類は上のお子さんの分だけ封筒に入れて提出してください。下のお子さんの分までは不要です。
	保育が必要な理由
	保育の必要性を証明する書類

	就労
（家庭外）
	常勤
	勤務証明書


	
	パート・
契約社員等
	勤務証明書
※１月あたり６４時間以上の就労であることが必要です。

	就労
（家庭内）
	自営業
	保育を必要とする証明書兼申立書（自営業用）
(確認書類を添付するかお住まいの地区の民生委員の証明をもらってください。）

	
	自営専従者
・手伝い
	保育を必要とする証明書兼申立書（自営業用）
(確認書類を添付するかお住まいの地区の民生委員の証明をもらってください。）

	妊娠・出産(母）
	母子手帳の写
(表紙と分娩予定日が記載されている部分が必要です。）

	病気・障害等
	医師の診断書又は障害者手帳等

	介護・看護
	保育を必要とする申立書（介護・看護用）

	災害の復旧
	り災証明書

	求職活動中
	求職活動中であることを証明するもの
※求職活動での認定は、3か月間までとなり、延長はできません。

	就学
	在学証明書（入学予定の場合は合格通知等）


※就労（家庭外）に該当する勤務証明書については、各自封筒に同封していますが、それ以外の証明書類（自営業や診断書等）については、所定の用紙を施設から受け取り、提出してください。
☆認可外保育施設の無償化に関するよくある質問
　　Ｑ、認可外保育施設の利用料が無償化の対象となるのはいつから？
　　Ａ、満３歳になった翌年度の４月以降に利用した分が対象です。
Ｑ、無償化の上限額は？
　　Ａ、３歳児クラスから５歳児クラスは月額３７,０００円まで、０歳児クラスから２歳児クラスまでの住民税非課税世帯は月額４２,０００円まで利用料が無償化されます。
　　※認可外保育施設以外にも、一時預かり事業、病児保育事業、ファミリー・サポート・センター事業が無償化の対象となります。（認可外保育施設を含め複数の事業を利用した場合、合算額を上限額の基準とします。）
Ｑ、無償化の方法は？
Ａ、いったん保護者が施設へ利用料を支払い、後ほど町へ請求して返還を受ける償還払いとなります。その際は、領収書の写しが必要となりますので、大切に保管しておいてください。
※償還払いの申請方法については、後ほど施設を通じて案内を配布します。
